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東日本大震災により被災した被保険者等に対する一部負担金等の 

免除措置の申請に関する取扱いについて 

 

 

 東日本大震災により被災した被保険者等に対する一部負担金等の免除措置の申請

に当たっては、主たる生計維持者の行方が不明である場合は、免除対象となる被保険

者等である事実を確認できる書類として、「警察等に行方不明者に係る届出をしてい

ることが確認できるもの」をお示ししているところである（「東日本大震災により被

災した被保険者等に対する一部負担金等の免除等の取扱いについて」（保保発 0502 第

１号等）第三の（2）③、「東日本大震災により被災した被保険者に対する一部負担金

等の免除等の取扱いについて」（保国発 0502 第１号）第５の(1)③及び「東日本大震

災により被災した被保険者に対する一部負担金等の免除等の取扱いについて」（保高

発 0502 第１号）３の(1)③参照）。 

この書類については、現在、警察当局と協議中であり、その取扱い等について追っ

てお示しすることとしているので、被保険者等から、主たる生計維持者が行方不明で

ある場合の免除措置の申請がなされた場合には、当面、この書類の添付に代えて、被

保険者等の申立てにより、免除の認定を行って差し支えないこと。この場合、被保険

者等は、主たる生計維持者が行方不明であることについて、親類又は知人等による証

明を受けることが望ましいものであること。 


